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海運業界に身を置く私どもにとって、事故災

害のない「安全運航」を実現することが、まず

社業の原点である。船舶の建造技術が進歩し、

設備自体に安全対策のノウハウが確実に蓄積さ

れ、又GPS等最先端の技術に支えられた操船技

術が進歩した今日、なんとしてでも万全な安全

対策のもと、事故災害の撲滅を実現したいもの

である。

事故は、大概、想定外の状況が複数重なりあ

って発生する場合が多いが、設備を作るのも、

操作するのも、状況を想定しマニュアルを作る

のも全て人間であることを考えると、やはりい

つの時代でも、「安全は人間が支えるもの」とい

う基本認識のもと、安全管理がなされるべきな

のだと思う。航空業界をはじめ様々な産業の安

全対策をみてこられた専門家のお話では、日本

人の場合は特に一生懸命がゆえの「懸命ミス」、

あるいは相反する２つの価値のどちらを優先す

るか迷う「ジレンマゆえのミス」が多いという。

カンタス航空が１９５１年以降死亡事故を起こし

ていない要因を調べた「無事故調査」の結果では、

同社が「安全憲章」で掲げるスローガンは「Safety

Before Schedule」のひとつだけであったそう

である。つまり、航空業界で大切な定時制即ち

「時間を守る」よりも、「安全をまもることが大

切」という、経営としての価値判断を明確に示

し、ジレンマを解消した、というわけである。

もちろん、その背後にはパイロットと地上スタ

ッフとの綿密な連携やバックアップシステム等

が確立され、それが一つの企業文化にまで高め

られているからこそ、結果的には時間も守られ、

トータルとして有効に機能しているのであろう。

又、安全な職場に共通するのは、現場の人々

が生き生きしているところであるという。「従業

員一人一人が健康で、働く喜びをもって仕事が

出来、家族が幸せであること」がやはり安全の

目的でもあり又原点であることを、経営として

肝に銘じたいものである。そのような気持ちと

願いを持って、私もフィリピン、ベトナム等外

国人船員との家族懇談会にはとりわけ積極的に

出席し「元気づけ」を行うことを常としている

が、時に彼らの素朴で健全な明るさと逞しさに

「元気をもらう」ことも多い貴重な旅となって

いる。

Safety BeforeSchedule

日 本 船 主 協 会 常 任 理 事
日鉄海運株式会社 代表取締役社長 島川惠一郎

巻 頭 言
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１

国際会議レポート

船舶からの大気汚染防止に関する審議が�年延長される
―IMO第１１回ばら積み液体・ガス小委員会（BLG）の模様について―

国際海事機関（IMO）の第１１回ばら積み液体・ガ

ス小委員会（BLG１１）が、２００７年４月１６日から２０日

まで、ロンドンにおいて開催され、船舶からの大

気汚染防止に関するMARPOL条約附属書�の改正、

およびバラスト水管理規制条約等に関する審議が

行われた。

主な審議概要は以下のとおりである。

１．MARPOL条約附属書Ⅵの改正について

同附属書は２００５年５月に発効したが、同年７月

に開催された第５３回海洋環境保護委員会（MEPC

５３）において、一層の環境負荷軽減の必要性が認

識され、同附属書の改正が合意された。

２００６年４月に開催された BLG１０より開始された

同改正に関する審議は、窒素酸化物（NOx）、硫黄

酸化物（SOx）、粒子状物質（PM : particular mat-

ter）および揮発性有機化合物（VOC : volatile or-

ganic compound）の排出規制等に関して行われた

が意見が纏まらなかった。そのため、２００６年１１月

に BLG中間会合（以下、中間会合）が開催され、

同附属書Ⅵの改正について集中的に審議が行われ、

NOxおよび SOxの次期規制に関するオプションが

纏められた（本誌２００６年１２月号 P．９参照）。

今次会合においては中間会合で纏められたオプ

ションを基に、審議が行われた。

� NOx排出基準について

� 新造船に対する NOx規制強化

現在、船舶から排出される NOxの規制につ

いては、TierⅠと呼ばれる段階にあり、エンジ

ンの定格回転数に応じた規制値が設定されて

いるが、これまでの審議において、今後のNOx

削減目標として２０１０年（TierⅡ）、および（仮

に）２０１５年（TierⅢ）の２段階に分けて新しい

排出基準を導入することが合意されていた。

イ）TierⅡについて

今次会合において、既に合意されている Tier

Ⅱの導入時期（２０１０年）に関して、該当する

船舶は既に発注済みであるとの意見が出され

海運ニュース
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たことから、導入時期を１年遅らせ、２０１１年

とすることが合意された。

また、規制の枠組みについては現行の規制

と同様に、回転数に応じた規制値とすること

とし、具体的な規制値については、現行より

２～３．５g�kWhの範囲で削減することで原則

合意された。

なお、欧州内燃機関製造者協会（EUROMOT）

は、３．５g�kWhの削減値について、２０１１年から

の導入は技術的に困難である旨表明している。

ロ）TierⅢについて

TierⅢの具体的な規制値については、今次会

合に３つの規制案が提案されており、同案を

基に審議が行われた。

審議において、選択式還元触媒による脱硝

装置（SCR）の使用が想定されているＡ案およ

びＢ案については、エンジンの低負荷時にお

ける脱硝率の低下、使用燃料油中の含有硫黄

分を現在より下げる必要性、船員の安全性の

確保、および初期投資が大きい等の問題点が

指摘された。一方、Ｃ案については、実現可

能性が十分あり、吸気加湿（HAM: Humid Air

Motor）による NOx低減は燃料油中の含有硫

黄分の制限はなく海水を使用することから、

同案を支持する意見が欧州各国から出された。

なお、未だ確立していない技術を前提とし

た規制は好ましくないため、SCR等の追加設

備を必要としないエンジン単体で実行可能な

規制が適切であるとの意見もあった。

審議の結果、以下のとおり３つのオプショ

ンに纏められ、今後更に検討されることとな

った。

� 既存船に対する NOx規制強化

現行の附属書ⅥにおいてNOx規制の対象外

とされている既存船（２０００年１月１日より前

に建造された船舶）に対する規制については、

該当する船舶は隻数が多く、また船舶の寿命

は長いことから、既存船からの NOx排出量は

非常に大きくなるため、何らかの対策が必要

であるとの意見が多数あった。一方、既存船

に対して規制を課す必要性、実行可能性、お

よび規制に適合していることを認証する手順

に関して疑問を呈する意見があり、審議は平

行線をたどった。

そのため、議長は、今後の議論を進めるた

めには、以下に関する情報が必要であると総

括し、各国に対して情報の提供を要請した。

�現行の NOx規制に適合させるためのエンジ

ンの改造方法

�改造が不適当であるエンジンの種類等

�規制に適合できないエンジンの取り扱い

�エンジン改造に伴う CO２排出量の増加

なお、既存船に対する NOx排出測定のため、

簡素化した NOxテクニカルコードの策定が必

要であることが認識された。

� SOx排出基準について

現在、船舶から排出されるSOxについては、一

般海域とSOx排出規制海域（SECA）に分けて、船

舶が使用する燃料油中の含有硫黄分の上限値が

規制されている（一般海域４．５％、SECA１．５％）。

今次会合においては、中間会合で纏められた４

つのオプションに加え、今次会合に提出された米

国案およびバルチック国際海運同盟（BIMCO）

案に関する審議が行われた。

オ プ シ ョ ン Ａ Ｂ Ｃ

規制値（一次規制比） ８０％削減 ８３～８５％削減 ４０～５０％削減

対象エンジン 全てのエンジン
大型エンジン

（３０L�１シリンダー以上） 全てのエンジン

対象海域 陸岸から５０海里以内
陸岸からⅩ海里以内の特
別海域のみ

全 海 域
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審議の結果、オプションＡを比較対象のベー

スラインとすること、オプションＣとＣ２をグ

ローバルなアプローチ、それ以外は何らかの形

での地理的規制と整理し、今後６つのオプショ

ンについて更に検討されることとなった。

�オプションＡ ：ベースライン（現行規則）

�オプションＢ ：SECAの規制のみを段階的に

規制強化

�オプションB１：沿岸域での規制を強化（米

国提案）

�オプションB２：港湾、河口付近の規制と、

その他の海域を分けて規制

を実施（BIMCO提案）

�オプションＣ ：全海域で留出油の使用を義

務付ける（硫黄分は段階的

に引き下げる）

�オプションC２：オプションＣにおいて、留

出油使用の代替措置として

船内処理装置と残渣油の組

み合わせを認める

� 貨物油からの揮発性有機化合物の排出規制に

ついて

貨物油から発生する蒸気（揮発性有機化合物

：VOC）の放出を削減するため、タンカーにお

ける VOC管理について検討が行われており、今

次会合には中間会合での審議結果を反映したVOC

管理計画に関するガイドライン案および附属書

Ⅵ改正案がノルウェーから提案されていた。

同ガイドライン案では、原油タンカーのみが

対象となっており、積荷、揚荷、航海中それぞ

れにおいて VOCの放出を管理することが要求さ

れている。

審議において、総体的な VOC排出の削減を目

指すのであれば、陸上における受け入れ処理も

必要であり、そのためには、港湾側に対しても、

蒸気受入設備（vapor emission control systems）

の設置を要求すべきであるとの意見があった。

これに対し、国際港湾協会（IAPH）が反対意

見を表明し、またいくつかの国からは港湾施設

あるいは陸側での処理に関する義務づけを IMO

が行うことについて、疑問が呈された。

審議の結果、ノルウェーが提案した附属書Ⅵ

改正案およびガイドライン案が若干の修正の上、

合意された。

� 今後の審議スケジュールについて

同附属書の改正作業については、本年７月に

開催されるMEPC５６で終了する予定となってい

たが、同作業の１年延長をMEPC５６に要請し、

最短のスケジュールとして来年２月に開催され

る BLG１２における同作業の最終化を目標とする

ことが合意された。

２．バラスト水管理規制条約関連

� バラスト水排出基準の適用日の取り扱いにつ

いて

� 経 緯

船舶から排出されるバラスト水に含まれる

プランクトンなどの水生生物の移動を防止し、

生態系を保護することを目的に、バラスト水

管理規制条約が２００４年２月に採択された。同

条約では、船舶から排出されるバラスト水中

に含まれるプランクトンやバクテリアの排出

許容濃度（排出基準）が規定されており、同

基準を満足するためには、バラスト水処理装

置が必要となる。

また、同条約では、バラスト水排出要件の

履行を確実なものとするため、排出基準の最

も早い適用日（２００９年１月１日）の少なくと

も３年前までに、処理装置の開発状況の検証

と同検証結果に基づく排出基準等条約要件の

見直しを行うことが規定されている。

そのため、２００６年１０月のIMO第５５回海洋環境

保護委員会（MEPC５５）において、処理装置の

開発状況に関する検証および要件の見直しの

必要性について検討が行われた。

同会合では、処理装置の２００９年までの実用
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化は「恐らく可能」とされたが、一方、２００９

年からの排出基準の適用（２００９年建造のバラ

スト水容量５，０００m３未満の新造船）が困難であ

ることも確認され、同基準の「適用日の延長」

および「適用除外制度の策定」について、今

後検討することが合意された。ただし、「適用

日の延長」もしくは「適用除外制度の策定」

については、条約を改正する必要があること

から、未発効である同条約に対する改正の是

非について、IMO法務部にその見解が求めら

れていた。

� 今次会合での審議結果

今次会合に、同法務部の見解が報告され、

結論として、未発効の条約改正は法的手続き

上不可能であり、適用日を延長する場合は、

同条約の議定書を作成することが最善策であ

るとの見解が示された。

また、議定書の作成が難しい場合の代替案

として、

�適用を留保することを条件にした条約批准

�バラスト水処理技術が実用化されるまで２００９

年から適用される排出基準を無効とする

MEPC決議の採択

が考えられる旨報告された。

同法務部の見解に関して、法的に最も効力

のある議定書の作成を支持する意見が多くあ

った。しかしながら、議定書の作成は条約と

同様の手続きが必要となり、２００９年もしくは

条約発効までに採択することは困難であるこ

とが確認され、審議の結果、MEPC決議の採

択が最も適切であることが合意された。なお、

決議案の内容については、本年７月のMEPC

５６において検討されることとなった。

� バラスト水管理規制条約に関するガイドライ

ンの検討

バラスト水管理規制条約では、条約履行上の

具体的な指針として、１４本のガイドラインを策

定することとなっており、これまでに１１本のガ

イドラインが採択されている。

今次会合では、残り３本のガイドラインにつ

いて検討が行われる予定となっていた。

�バラスト水サンプリングに関するガイドライ

ン（Ｇ２）

�未処理バラスト水排出時のリスク評価に関す

るガイドライン（Ｇ７）

�緊急事態を含む追加方策に関するガイドライ

ン（Ｇ１３）

審議の結果、Ｇ７およびＧ１３が最終化され、本

年７月のMEPC５６において採択される見込みと

なった。なお、Ｇ２については、時間的制約に

より審議されず、来年開催の BLG１２において審

議されることとなった。

３．海上における油移送作業からの海洋汚染防止

に関するMARPOL条約附属書�の改正

海上における船舶間の油移送（STS）作業に起因

する海洋汚染を防止するため、MARPOL条約附属

書Ⅰに STSに関する新規規則を設けることが２００６

年４月の BLG１０において合意され、コレスポンデ

ンスグループ（CG）により、同規定について検討

が行われていた。

今次会合には、同CGにおける検討結果の報告お

よび同報告に対するコメントが豪州、ベルギーおよ

び業界団体（ICS、IADC、BIMCO、INTERTANKO、

IPTA、OCIMF）から提出されていた。

CGから報告された新規規定案については、適用

対象が明確になっていない、国連海洋法条約との

整合性が取れていないなど不適切な要件があり、

また多くの未決定事項があることから、新規規定

案の検討のやり直しを多数の国が主張した。

審議の結果、作業完了時期を１年延長して２００８

年とすることを本年７月のMEPC５６に要請すると

ともに、改めてCGを設置して新規規定案について

検討を行い、次回 BLG１２に検討結果を報告するこ

とが合意された。
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２

なお、新たに設置されるCGへの付託事項（TOR）

は次のとおり。

� 業界団体が作成した新規規則案をベースに検

討すること

� STSに関する計画の備付を規則の主要要素とす

ること

� 当該計画は、IMOおよび業界団体が策定した

ガイドラインに含まれる基準を同等以上とする

こと

� 次の適用問題に関する検討

� 規則が適用される地理的範囲

� 補油作業の適用の可否

� 浮体式生産貯蔵積出設備（FPSOs）、浮体式

貯蔵設備（FSUs）の適用の可否

（海務部：黒越・山崎）

アジア船主が民事責任に関する欧州の地域規制の動きを懸念
―アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険・法務委員会第１２回中間会合の模様―

アジア船主フォーラム船舶保険・法務委員会

（ASF SILC）第１２回中間会合が２００７年４月１７日に

香港において開催された。

同会合には、アジア９船主協会から１７名が参加

し、日本からは同委員会委員を務める宮原副会長

（日本郵船社長）の代理として、櫻田日本郵船法

務グループグループ長、および船協事務局より伊

藤企画部課長代理が参加した。

今次会合では、George Chao委員長（香港船主

協会）の下、船主の民事責任と金銭的保証に関す

る欧州委員会の指令案の影響、国連国際商取引委

員会（UNCITRAL）での運送法の審議状況、２００２

年アテネ条約改定議定書の妥協的解決策の帰結、

海難残骸物除去に関する条約案の問題点など、海

事関連規則・条約等に関する審議�意見交換が行

われた。

特に、欧州において提案されている船主の民事

責任と金銭的保証に関する指令案について、各委

員からはこうした地域規制は世界的な貿易業務に

携わる船舶の責任体制の統一性が損なわれるとと

もに、それに伴う保険体系に混乱を招くだけであ

るとして強い懸念が表明された。

この他、国際的な海事規則、条約の改定や草案

の審議については、今後とも当委員会を通じてア

ジア船主のポジション形成に努めていくことを確

認するとともに、当委員会の見解を取り纏めた共

同声明（【資料】参照）を採択した。

（企画部：伊藤）

【資料】

２００７年４月１７日

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険・法務委員会

１２回中間会合 共同声明

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険・法務委員会（以下、委員会）第１２回中間会合が、２００７年４月

１７日（火）、香港において開催された。

会合には、中国、台湾、香港、日本、韓国の各船主協会およびアセアン船主協会連合会を代表してイ

ンドネシア、フィリピン、シンガポール、ベトナムの各船主協会が参加した。

委員会は、欧州議会と欧州閣僚理事会で提案された船主の民事責任と金銭的保証に関する指令案の潜

在的な影響について懸念を表明した。現在未発効の条約を批准するとした指令案への支持は容認するが、
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委員会が懸念しているのは、例えば、責任限度額まで最短の時間で被害者補償がなされることを確実に

している P&I保険の書類と責任制限の役割について混乱が生じ得ることである。また委員会は、遺棄船

員に関する提案は不明瞭で、新たに採択された ILO海事条約に委ねるのが最善の策とした。

しかしながら、委員会の最大の懸念は、指令案により国際海運をつかさどる保険および法体系が非常

に不安定な状態になることであった。地域規制により過失の定義が地域毎に異なることで生じる不安定

要素は、全ての船舶が金銭的保証を保持する規定とあいまって、産業界全体を混乱させることになる。

委員会は、UNCITRAL（国連国際商取引法委員会）作業部会の新たな国際海上物品運送法条約の検討

状況に留意し、ICS、BIMCOおよび国際 P&Iグループが業界を代表して困難かつ詳細な作業を行ってい

ることに感謝を示した。しかしながら委員会としては、条約草案の検討作業が終了し現行法と新条約案

の比較が為されるまでコメントすることは留保した。

委員会は、アテネ条約２００２年改定議定書がもたらす潜在的な影響について前回会合に引き続き議論を

行い、戦争危険�テロおよび保険総額といった２つの問題に解決が見られたことに留意した。委員会は、

MARSH（注：保険ブローカー）が条約の下でテロ（戦争）リスクへの適切な保険カバーの提供を申し出たこ

とに留意した。また委員会は、blue card（注：クラブが発行する保険締結の証明書）発行のための解決案に留

意した。これは、条約が適用される管轄区で事業を行うために、条約で要求される金銭的補償の証書を

締約国が発行できるようにするものである。委員会は、大型客船の事故が IGシステム（注３：IG加盟クラ

ブによる再保険機構）および客船以外の船主に及ぼす影響に対処するため、各 P&Iクラブが IGシステムの

中で対応を図ったことに留意した。

委員会は、長きに渡り未解決であった海難残骸物除去に関する条約案の議論が終息をむかえているこ

とを歓迎した。しかしながら、殆どの海難残骸物が発生する領海で、その除去に関する統一した責任体

制が創設されそうにないことを遺憾とした。

委員会は、カナダ法案 C－１５の採択によるカナダ渡り鳥法（１９９９）の改正に留意し、カナダ船主が表明

した懸念を共有した。この点について、委員会は、カナダ政府に対し法律の改正を再考し、船員の人権

に影響を及ぼす条文を取り消すことを検討するよう再度促した。

委員会は、クオリティシッピング推進策に関する国際油濁補償基金の第４作業部会の進捗状況に留意

し、前向きな対策が検討されていることに対して改めて支持を表明した。

委員会は、船舶からの故意による油濁の全事例について改めて遺憾の意を表すとともに、既存船の運

航者の責任と義務を喚起し、また新造船および既存船に対するエンジンルームの油水管理システムのガ

イドライン改訂に尽力した様々な業界団体と国際機関の活動を支持した。

委員会は、２００７年４月１日迄に EU加盟国で採択されることとなっていた船舶に起因する汚染の EU

指令について、海運関係団体の連合体が行った訴訟の進捗状況に留意し、不慮の油濁事故へ刑事罰を課

すとした指令の潜在的な影響について引き続き懸念を表明した。

委員会の次回会合は、２００７年５月２９日、ASF第１６回総会に先立ち韓国で開催される。
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１

内外情報

官労使による日本人船員（海技者）確保・育成推進協議会が発足
―外航日本人船員（海技者）確保・育成新スキームの開始―

国土交通省、全日本海員組合（以下「全日海」）

および当協会は、４月１日付で「日本人船員（海

技者）確保・育成推進協議会」（以下「推進協議会」）

を立ち上げ、外航日本人船員（海技者）確保・育

成新スキーム（以下「新スキーム」）を開始した。

本稿では、新スキームの概要を紹介する。

１．経 緯

当協会と全日海は、２００５年６月の労使合意に基

づき、新たな日本人船員（海技者）の確保・育成

策を構築すべく検討を重ね、０６年５月に『日本人

船員（海技者）確保・育成に資するための施策「骨

子」』を取り纏め、同年６月、国土交通省に対し、

同「骨子」を実現するための国の支援を要望した。

（本誌２００６年７月号Ｐ．１５参照）

労使要望を受け国土交通省は、０６年６月、官労

使で構成する「外航日本人船員確保・育成に関す

る新スキーム導入のための検討調整会議」を設置、

同検討調整会議において、０７年度より新スキーム

を実施するための実務的検討が行われてきた。そ

の結果、新スキームの運営は官労使で構成する推

進協議会が行うこと、また、新スキームの実施団

体として日本船員福利雇用促進センター（SECOJ）

を活用することなどが合意され、０７年４月１日付

で推進協議会が発足、新スキームが開始されるこ

ととなった。

２．新スキームの概要（詳細は、【資料】参照）

新スキームは、船員教育機関の卒業生を対象に、

実際に海運会社が運航する外航商船での実務経験

を通じて、即戦力として活躍できる海技者として

のキャリア形成を図ることを目的としている。育

成期間は、最長５年とし、導入研修１年とその後

の乗船育成期間で構成される。導入研修では、海

技大学校での座学講習（前期２ヶ月・後期３ヶ月、

計５ヶ月）と前期・後期座学の間に実施される乗

船研修（７ヶ月）が行われ、育成要員はこの間、

外航船舶職員の実務に必要な基礎知識を習得する。

また、乗船研修では、育成要員は研修生として外

航商船に乗船することとなるが、この間に行われ

る考課により、２年目以降に船舶職員としての実

職が執れるかが判断される。乗船育成期間では、

上述の考課を経て、３等�２等航海士・機関士と

して外航商船に乗り組み、実務経験を積んでいく

こととなる。

新スキームがこれまでの若年船員養成プロジェ

クト（以下「若Ｐ」）と大きく異なる点は、若Ｐが

２級海技士免状の取得を目的としていたのに対し、

新スキームは、資格の取得ではなく、即戦力とし

て活躍できる実務経験の習得を目指しているとい

うことである。そのため、育成期間を通じて、推

進協議会の下に設置される進路指導委員会により、

きめ細かい進路指導が行われる。また、育成期間

は最長５年であるが、一日も早く本スキームを卒

業し外航船舶職員としての経験を社会で役立てて

もらうため、同委員会により、育成開始時から外

航海運企業・団体への就職斡旋が積極的に行われ

る。

育成要員の身分については、導入研修期間中は、

SECOJに研修生として登録され、所定の研修手当

が支給される。乗船育成期間中は、SECOJと有期

雇用契約を結び外航船社に出向、乗船期間中は月

額４０万円程度、下船中は同２０万円程度が賃金とし

て支払われるとともに、船員保険が付保されるな
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２

ど、育成要員が、スキームに参加している間、生

活面で不利にならないよう配慮がなされている。

３．今後のスケジュール

新スキーム第１期生（定員２０名）については、

０７年１０月より育成が開始されるが、５月末に応募

を締切り、６月から７月にかけて書類選考および

面接が行われる（必要に応じ、追加募集を実施）。

推進協議会は、新スキームによりわが国海事社会

の将来を担う優秀な人材が育成されるよう、引き

続き取り組んでいくこととしている。

（企画部：本澤）

賃金の値上げおよび労働条件の改善要求
―２００７年港湾春闘の模様―

１．春闘の争点

例年春闘は中央団交が船内賃金団交より２週間

程先行して展開されていたが、今年の春闘は、「制

度交渉と船内賃金交渉を一体的に取り組み、両交

渉を平行して進めていく」という組合側（全国港

湾労働組合協議会：全国港湾、全日本港湾運輸労

働組合同盟：港運同盟）の戦術に沿って２月１４日

に中央団交（制度交渉）と船内賃金団交（賃金交

渉）が同時にスタートする異例の展開となった。

争点としては、新規参入阻止、産別協定順守、

石綿対策が最重要項目としてあげられたが、業側

は係争中の労側OBによる年金訴訟問題により労使

間で長年築き上げてきた協定締結の意義に疑問を

呈し、労使間での春闘の成果物である協定締結に

向けた対応では温度差が生じた。労使間での今春

闘の争点は、その出発点から接点を見出せないま

ま推移した。また、船内賃金交渉では組合側（港

湾荷役事業関係労働組合協議会：港荷労協）は最

重要課題である賃金の原資確保、即ち、適正作業

料金の確保および港運現業基盤の強化を目指した。

２．労使交渉経緯

（制度関係）

２月１４日 第１回中央団交

労側より「０７年度労働条件改善に関する要

求書」が提出されたが、これに際し業側から

「港湾年金訴訟問題は、労使協定の存在理由

そのものを否定することにつながる」等の不

信感が表明され、一時紛糾したが、最終的に

は２月１５日（木）に行われる本訴訟に関する最

高裁でのヒアリング（労側が「労使協定が裁

判によって否定された場合、労使関係、中央

団交の機能が失われる」との上申書を提出し

た）の様子を見るとの条件で、回答指定日を

３月２８日とする以下の要求項目について趣旨

説明がおこなわれた。

� 雇用と就労の安定化対策

� 産別協定の順守と協定の整理

� 産別賃金制度の維持と拡充

� 石綿（アスベスト）対策

� 港湾労働者の大幅賃金引上げを実施するた

め、加盟店社を指導すること。

３月１４日 第２回中央団交

業側は年金問題を抱えている中で

難しい環境にあるとしながらも、労

側が提出している要求書に対して逐

条毎に回答するも、組合側はこれま

での業側の見解を超えるものではな

いとして、業側に再考を要求して交

渉を打ち切った。

４月４日 第３回中央団交

業側より前回の交渉の回答内容に

つき説明するも、労側はこれ以上の

回答は得られないとして、なお団体

交渉の申し入れには応ずる用意があ

ることを付記した争議通告（４月８
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日（日）０８：００～翌９日（月）０８：００（２４

時間）就労拒否および荷役阻止行動、

抜港船・スト破り行為等に対する上

乗せ行動）が出され交渉は決裂。

４月８日 全港・全職種で０８：００～翌９日０８：

００までのストライキを実施。

４月１０日 全国港湾が４月１５日（日）０８：００～１７日

（火）０８：００（４８時間）の上乗せ争議行

動を通告。

４月１３日 第４回中央団交

業側より回答の提示後、２度の休

憩を挟みアスベスト対策基金の設立

などが合意されたことから最終的に

妥結に達し、仮協定書および仮覚書

が締結され、労側よりスト指令が解

除された。

［仮協定書］

１．新規参入問題について

港湾運営秩序を乱す新規参入については反対

する。

新規参入課題については、港運労使及び各地

の「安定化協議会」で協議対応を図る。

２．日本・中国・韓国３国間シャーシ相互乗り入

れは原則的に反対する。

今後の状況推移を見極めながら労使協力して

対応する。

３．港頭地区の港運事業労働者の就労は法令順守

に基づくものとし、違法な派遣労働は認めない。

４．産別協定の順守について

� １９７２年協定に基づき締結された各港湾産別

協定は順守する。

� 産別協定順守重点項目として、平成１５年４

月２３日付「協定書」を再確認し実施を図る。

１．新しい港湾労働体制について

� ３６４日・２４時間フル稼働に対しては、８．７．４５

を個別各社縦割りの中で順守することを基本

とする。

六大港、船内・船側沿岸以外の週休２日制

については、平成１２年４月１８日付「協定書」

４．―�―�、�に基づき引き続き協議する。

５．産別協定の整理について

労使政策委員会に小委員会を設置し協議する。

６．検数・検定労働者の標準者賃金及び産別最低

賃金については、個別各社賃金交渉終了後に「賃

金・労働時間問題専門委員会」で協議する。

７．アスベスト労使対策基金を設立する。資金は

１億円とする。

詳細については、労使政策委員会で引き続き

協議する。

その他アスベスト問題対策については、中央

安全専門委員会で引き続き協議する。

［仮覚書］

２００７年度労使政先委員会について

� 労使双方合意により小委員会を設けること

が出来る。

� 協議事項について

� 産別協定の整理について

� アスベスト対策基金問題について

� 基準賃金について

� 年末年始特別有給休暇等の例外荷役に関

する問題

	 その他、労使双方が協議必要と合意した

問題

（賃金関係）

２月１４日 第１回船内賃金交渉（第１回船内労

使協議会）

組合側（港湾荷役事業関係労働組

合協議会：港荷労協）から２月８日

に使用者側（日本港運協会船内経営

者協議会：船経協）に提出された要

求内容（昨年同様に基準内月額平均

１６，０００円の値上げ、回答指定日３月

２８日）の趣旨説明が行われた。使用

者側からは「原資捻出は現状では厳

しいが、交渉には真摯に対応する」

との説明が行われた。
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３月１４日 第２回船内賃金交渉（第２回船内労

使協議会）

業側は回答を留保。

３月２３日 第３回船内賃金交渉（神戸）（第３回

船内労使協議会）

業側は回答を留保。

３月２８日 第４回船内賃金交渉（第４回船内労

使協議会）

業側は「賃上げ原資となる作業料

金を確保できておらず、回答をでき

る状況にない。」として回答を留保。

労側はこれを不満として平和交渉を

打ち切り、争議通告１号「行動の自

由を留保する」を業側に通告した。

４月４日 第５回船内賃金交渉（第１回船内団

交）

業側より基準月額一律２，０００円を回

答するも交渉決裂。労側は４月８日

（日）０８：００～翌９日（月）０８：００の（２４

時間）就労拒否および荷役阻止行動、

抜港船・スト破り行為等に対する上

乗せ行動（争議通告２号）を業側に

通告した。

４月６日 第６回船内賃金交渉（第２回船内団

交）

業側より基準月額一律２，０００円に加

え５００円の上乗せ回答をするも、労側

はこれを不服とし、交渉決裂。

４月８日 全港・全職種で０８：００～翌９日０８：

００までのストライキを実施。

４月１１日 第７回船内賃金交渉（第３回船内団

交）

業側より基準内５００円を上乗せし、

３，０００円を回答、労側に次回団交まで

持ち帰り検討を要請、労側は４月１３

日の中央団交後の交渉まで休憩とし

た。なお４月９日の全国港湾第４回

戦術委員会兼港運同盟合同会議決議

を受け港湾荷役事業関係労働組合協

議会（港荷労協）は全港・全職種を

対象に４月１５日（日）０８：００～１７日（火）

０８：００（４８時間）の争議通告３号を

業側に通告した。

４月１３日 第７回船内賃金交渉が再開され、業

側より最終回答として昨年同額の基

準内月額４，０００円＋一時金月額２，０００

円（年額２４，０００円）が提示され、労

側はこれを受け入れた。制度・賃金

交渉の何れも解決したことにより１５

日（日）０８：００～１７日（火）０８：００（４８時

間）のストライキは回避された。

３．総 括

今春闘は８年ぶりとなる全国規模でのストライ

キが４月８日に実施されたが、４月１５日からの第

２次４８時間ストライキ実施直前の１３日に制度、賃

金とも妥結したことで収束した。産別協定無視と

みられる港湾年金訴訟問題を抱えたままスタート

し、最大の争点となったアスベスト対策では、組

合が要求していたアスベスト労使対策基金１億円

の創設で合意、規制緩和問題では港湾の秩序を乱

す新規参入には反対し、各地で設立されている「安

定化協議会」で協議を図ることが確認された。ま

た、賃金は昨年と同額で合意された。

（企画部・港湾協議会：鈴木）

〈参考資料〉２００７年港湾春闘の労使交渉経緯

２月８日 港荷労協は船経協に基準内月額１６，０００円の値上げを内容とする要求書を提出。

２月１４日 第１回中央団交および第１回船内賃金交渉

労側は「０７年度労働条件改善に関する要求書」を提出、要求内容の趣旨説明が行われた。
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回答指定日３月２８日

一方、船内労使協議会では組合側より２月８日に提出された要求内容の趣旨説明が行わ

れ、船経協からは原資捻出は現状では厳しいとの説明が行われた。回答指定日３月２８日

３月１４日 第２回中央団交

業側は労側が提出している要求書に対して逐条毎に回答するも、労側はこれまでの業側

の見解を超えるものではないとして、業側に再考を要求して交渉を打ち切った。

３月１４日 第２回船内賃金交渉

業側は回答を留保。

３月２３日 第３回船内賃金交渉（神戸）

業側は回答を留保。

３月２８日 第４回船内賃金交渉

業側は引き続き回答を留保。労側は争議通告し、平和交渉を打ち切った。

４月４日 第３回中央団交および第５回船内賃金交渉（第１回船内団交）

業側より前回の交渉の回答内容につき説明するも、労側はこれ以上の回答は得られない

として、争議通告（４月８日（日）０８：００～翌９日（月）０８：００（２４時間）就労拒否および荷役

阻止行動、抜港船・スト破り行為等に対する上乗せ行動）を出し交渉は決裂。

一方、第５回船内賃金交渉にて業側より基準月額一律２，０００円を回答するも交渉決裂。労

側は４月８日（日）０８：００翌９日（月）０８：００（２４時間）就労拒否および荷役阻止行動、抜港船

・スト破り行為等に対する上乗せ行動を書面にて通告。争議通告（２号）。

４月６日 第６回船内賃金交渉（第２回船内団交）

業側は上乗せ回答５００円（計２，５００円）するも、労側はこれを不服とし、交渉決裂。

４月８～９日 全国日曜スト実施

全国規模では８年ぶりとなる日曜ストライキを４月８日（日）０８：００～翌９日（月）０８：００（２４

時間）実施。

４月９日 全国港湾労働組合協議会（全国港湾）は全国港湾第４回戦術委員会兼港運同盟合同会議を

開催し春闘情勢を分析。交渉を前進させるためにスト戦術の上乗せを決定。

４月１０日 全国港湾労働組合協議会（全国港湾）は日本港運協会に対して、全港・全職種を対象に４

月１５日（日）０８：００～１７日（火）０８：００（４８時間）のストライキを通告。

４月１１日 第７回船内賃金交渉（第３回船内団交）

業側は上乗せ回答５００円（計３，０００円）し、労側に検討を要請、労側は４月１３日の中央団交

後の交渉まで休憩とした。労側は４月９日の全国港湾第４回戦術委員会兼港運同盟合同会

議決議を受け全港・全職種を対象に４月１５日（日）０８：００～１７日（火）０８：００（４８時間）のスト

を書面にて通告。争議通告（３号）。

４月１３日 第４回中央団交および第７回船内賃金交渉業側より回答の提示後、２度の休憩を挟み最終

的に妥結に達し、仮協定書および仮覚書が締結され、労側はスト指令を解除。

一方船内賃金交渉にて、業側は最終回答として基準内月額４，０００円＋一時金月額２，０００円

（年額２４，０００円）を提示、労側もこれを受け入れ妥結、スト指令を解除。
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湾岸戦争が終結して２ヵ月半経過した１９９１年６

月１０日。カフジ沖合６０マイルポイントを目指すタ

グボート『Shark�』の操舵室は重苦しい沈黙に包

まれていた。汗ばんだ手を握り締める男達の視線

は、超低速で進むタグボートの前方海面に厳しく

注がれていた。灼熱のアラビア湾。しかし、全身

に滴る汗も、この場面では全く意識の外にあった。

最低速航行の理由は、浮遊機雷を視認したら即座

にアスターン（後進）に切り替えるためであった。

湾岸戦争終結後初となる我々のこの沖合航行の

理由は、アラビア湾奥部へのタンカー配船再開に

当って、『日本船主協会』と『海員組合』が主張し

て譲らなかった「機雷がないという証拠に、配船

再開第２船目までは、会社側の船が６０マイルポイ

ントまでタンカーを出迎えて、カフジ港までの航

路を先導せよ」という条件によるものであった。

我々は、出荷再開第１船『高千穂』（日本郵船）を

出迎えるために、機雷の恐怖と闘いながら会合点

に向かっていた。

������������
湾岸戦争勃発の日、６時間に及ぶイラク軍の攻

撃に遭遇し、１２日間かかって日本まで退避した我

々は、戦争の終結を待って直ちに現地に復帰した。

被弾し破壊された原油生産基地施設の復旧に努め

る一方で、タンカー配船の復活のためのあらゆる

方策を模索した。航路再開の妨げとなっていたの

は、イラク海軍が敷設したとされる機雷の存在だ

った。当時、現地においても海務関係従業員が海

上勤務を拒否していたくらいだから、世界中の船

会社がアラビア湾への配船を躊躇していたのは無

理からぬ話ではあった。

模索の第一歩は、隣国バーレーンに設置された

多国籍軍の掃海部隊司令部への情報提供要請だっ

た。幸い我々が直面する切実さが理解され、普段

なら入手出来る筈もない軍事機密であるイラク海

軍の機雷敷設海図が公開された。敷設５海域の内、

ナント！第３海域がカフジから３０マイル沖合のタ

出来事から思うこと ～On the Promenade Deck vol.4

アラビア湾 タンカー航路復活の思い出
―海の男達の熱い連帯―

当時�アラビア石油�Division Supervisor, Shipping
岡本文夫

（衆議院議員村田吉��政策担当秘書）

▲「高千穂」出迎えの朝 スタッフ達を従えて、出航前
の池野侃・海務受渡部長（中右）と筆者（中左）
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ンカー航路に被っているではないか。とても部下

たちに見せられたものではない。かれらの沖合就

業拒否には解らないではない理由があった。先立

つこと３年前のイラン・イラク紛争末期、漂着し

た浮遊機雷の処理を誤って爆死者が出た実例をそ

の目で見て、機雷の恐ろしさが身に沁みていたか

らだ。

一口に機雷と言っても、実は様々なタイプがあ

る。誰でも知っている触覚信管を突き出した浮遊

機雷のほか、海底で獲物を待つ着底機雷もある。

磁気を感知するタイプや音響反応型、及びその複

合型、さらにそれにカウンターが装着されている

高度なタイプもある。つまり、艦隊攻撃の際には、

１隻目の前衛駆逐艦をやり過ごし安心させ、３、

４隻目の空母など大型艦の通過を狙うためだ。一

回その海域を通過して安全であったとしても、絶

対に機雷がない保証にはならない訳である。イラ

ク海軍が使用したものはソ連製かフランス製と推

察されるのだが、どのタイプを使用したのかが不

明なのが不気味であった。

しかし、多国籍軍に一方的に押しまくられてい

たイラク海軍将兵が、練度や測量技術の低さも相

俟って真面目に任務を遂行した筈がないとの見方

も出来た。悪い方に考えれば、敷設図は全くあて

にならず、逆にどこに機雷があるのか解らないと

も言えた。

次に我々が行ったのは、東部地区アル・ジュベ

イルにあるサウジアラビア海軍司令部への掃海要

請だった。幸運なことに、丁度その時期、多国籍

軍からサウジ掃海部隊の技術指導のために派遣さ

れていた米海軍スチュワート中尉が我々に同情し

てくれた。その結果、『高千穂』の ETA（到着予定

時間）前日に、中尉の指揮する掃海艇１隻が派遣

されてきた。

超低速の掃海作業で６０マイル沖合までの幅広い

カフジ航路をチェックするためには、僅か一日の

作業では一往復するのがやっとで不安感は拭い切

れなかった。しかし、たとえワンパスだけでも掃

海艇が通過した事実は、我々にとって心強いもの

であった。

������������
ノソノソと８時間をかけて到達した会合ポイン

ト周辺海域は、濃いスモッグに覆われていた。敗

走したイラク軍が、クウェート全土の７８０本の全油

井を爆破したことにより、史上最悪といわれた周

辺国まで巻き込んだ広大な地域に大気汚染を及ぼ

していたからだ。半二重の船舶無線で、暫く前か

ら「高千穂」と交信は始まっていた。しかし、巨

大な船体は一向に視界に入らなかった。邂逅は突

然にやって来た。濃密なスモッグの中から、急に

壁のような巨大な船体が、至近距離にヌッと全貌

を現したのだった。同時にお互いの存在を確認し

あって、我々と『高千穂』の乗員は大歓声を上げ

た。我々は甲板に出て、狂気してヘルメットを振

り回した。谷山忠利船長を始めとする『高千穂』

▲モアリングを終えた「高千穂」谷山船長に記念品を贈
呈（出典：アラビア石油社内報「海瑠」）

▲灼熱の海上での掃海作業（出典：防衛省「朝雲新聞」）
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の艦橋要員全員は、サイドブリッジに飛び出てき

て激しく帽子を振り回して我々に応えてくれた。

「こんなところまで、本当によく来てくれた！」

我々は溢れる涙を抑えきれなかった。『高千穂』に

オンボードし、谷山船長と交わした力強い握手は、

危険を乗り越えてきた男同士のエールの交換だっ

た。『高千穂』を先導してのカフジ港への帰路、ひ

ょっとすればという危険性が払拭された訳ではな

かったにも拘らず、凱旋にも似た気持の高揚が恐

怖感を陵駕して、我々はドンドン速度を上げた。

『高千穂』がモアリング・ブイへの係留作業に入

るのを見守った後、別働隊として待機していたパ

イロット達に引き続く作業をまかせた。港に上が

った我々が陸地を踏んだ瞬間、解放感とともに疲

労がドッと押し寄せて来るのを実感した。

������������
『高千穂』がアラビア航路を再開してくれてから

約１ヵ月後、落合�司令官率いる『早瀬』を旗艦
とする海上自衛隊掃海隊４隻（隊員５１１名）が、重

要任務を担って長躯アラビア湾まで遠征して来ら

れた。カフジ航路を含む広大な海域をシラミ潰し

に掃海して頂いた結果、４３発の機雷が処理された。

これで、アラビア湾の安全が完全に確保された。

単にアラビア航路の復活というだけでなく、灼熱

の海域における掃海行動には、まさに目に見える

国際貢献として世界に発信するに値する意義があ

った。また、祖国を離れること１万キロ、炎暑の

アラブの地で働く我々オイルビジネスマンが、ど

れだけ精神的に励まされたかはかり知れない。近

くの海域に入られた落合艦隊を、我々が沖合施設

監視用のヘリコプターに搭乗して、万感の熱い感

謝を込めて上空から航空無線を通じて激励させて

頂いたことは言うまでもなかった。艦橋にはため

く日章旗に掃海隊員たちの誇り高い任務意識を見

た思いがした。

������������
こうした経緯を経て、アラビア湾奥部のタンカ

ー航路の安全が確保され、アラビアから我が国ま

でのオイルラインが復活されるに到った。前述の

谷山船長と乗員の皆様、落合司令官始め隊員の皆

様、スチュワート米海軍中尉始めサウジ掃海艇員

達。海の男達各々の任務意識のベクトルが合った

結果がもたらせたアラビア航路復活であったと、

往時を懐かしく振り返ることが出来る。

また、このドラマの前面に登場されることはな

いが、日本において政官財各界のあらゆる関係先

にアラビア航路復活への協力を得るために率先垂

範の説得努力を払い、これらのドラマを演出され

た小長啓一氏（当時：アラビア石油社長、現在：

AOCホールディングス・相談役）に、誌面を拝借

して改めて敬意を表させて頂きたい。

“出来事から思うこと～On the Promenade Deck”は、客船に乗船し、船上で出会った人は、

普段接する機会のない世界の人でした…とのイメージで、業界外のその道の専門家に職務や出

来事を通して思ったこと、感じたことを自由にお話しいただき、異業種や異分野における見方

や価値観を探るコーナーです。

▲「高千穂」の雄姿
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紹 
介 

船 
の 

SANKO ANGEL（サンコ－・エンジェル）
�三光汽船株式会社

�船の主要データ�
船 名：SANKO ANGEL

（サンコ－・エンジェル）

総トン数：約３，２５０トン

重量トン数：約１，５５０トン

全 長：約７６．００メートル

船 種：オフショア船；ROV（無人海中作業

機器）のための支援船

航海速力：約１１ノット

�船の生い立ち�
当社は２００６年１月よりオフショア船事業に再参

入し、同年１０月より専用船部内にオフショア船課

を新設し、当社事業四本柱の一つとして、この事

業を立ち上げました。オフショア船といってもそ

の種類は多岐にわたります。代表的な船種として

は油田設備（OIL RIG）の移動を補助（曳船）した

り、油田設備への資材輸送を担うアンカーハンド

リング・タグ・サプライ船（AHTS）、海底油田設備

へ資材を輸送する北海仕様のプラットホーム・サ

プライ船（PSV）などが一般的です。

これらの船種とは別に本船はROVSupport Ves-

sel と呼ばれるもので、海底無人作業機器（ROV）

を支援する船種ですが、海洋開発が積極的に推し

進められるなか、油田開発を行うメジャーオイル

や海洋開発・土木会社からの多岐にわたる特殊な

ニーズが寄せられ、そのような特殊船に対する顧

客のニーズと、当社独自の付加価値の高い仕様の

船型を建造し、オフショア船事業を多方面に展開

したいニーズが一致して、このたび本船を建造す

ることになりました。

�投入航路�
本船はシンガポールのHallin Marine社との長期

その�
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用船契約のもと、

無人海中作業機器

（ROV）のための

支援船として建造

されました。本船

は、主に新規また

は既存の海底油田

での建設、検査、

修理、補修作業等

に従事することに

なりますが、今の

ところサハリン沖

または東南アジア

水域を中心に各種

の海上作業に携わ

ることになってい

ます。

�本船の特徴�
本船の特徴はDP２（Dynamic Positioning sys-

tem）と呼ばれる船位安定装置にあります。本船は

作業用甲板面積約７００�、甲板上に５０MT SWLのク
レーン１基を搭載し、１３０人まで収容できる居住区

を有しています。これらの仕様はすべて用船者と

の綿密な打ち合わせのもとに決定されました。

�サンコー・エンジェルエピソ－ド�
中国広州中央を流れる珠江の河口から約５０�遡

ると、そこはいわゆる珠江デルタの

ほぼ中央に位置することとなります。

一帯はいく筋もの支流河川が走り、

その河岸沿いには小規模な造船所が

点在しており、その中の１つの造船

所で本船は建造されました。その後、

シンガポールに回航して、本船に欠

かすことのできないDP２（Dynamic

Positioning System）の艤装工事お

よび試運転を完了し、当社へ引き渡

しされました。

このDPシステムの最大の特徴は、

如何なる海象状態にあっても、常に高精度の位置

保持が可能であることにあります。このシステム

によりROV（Remotely Operational Vehicle）の

サポートあるいは海底作業がスムーズに行えるわ

けです。

本船はこのように中国・シンガポールでの建造

・艤装であったため、建造監督を多々悩ませる面

もありましたが、船級協会および関係者各位のご

尽力により、無事竣工することができました。

今後オフショアビジネスの需要がますます高ま

るなかで、更なる飛躍に挑戦するところでありま

す。

▲中国造船所周辺の風景



第�回海事立国推進議員連盟総会が開催される
自民党の国会議員で構成する海事立国推進議員連盟の第一回総会が４月１２日自民党本部にて開催さ

れた。

同連盟は衛藤征士郎衆議院議員が中心となり発足させたもので、総会の冒頭同議員より「わが国海

運・造船を再び世界の冠たる地位にしたいという目的で議連を立ち上げることとした。年末に向けて

海事立国推進大綱を作りたい」旨、設立趣旨の説明があった。設立趣意書（【資料１】参照）・規約（【資

料２】参照）の採択に引き続き、役員が承認され、会長には衛藤征士郎議員が、幹事長には金子一義

衆議院議員、事務局長に宮澤洋一衆議院議員がそれぞれ選任されたほか、【資料３】のとおり役員が選

任された。また国土交通省よりわが国外航海運・造船の現状や交通政策審議会海事分科会での議論に

ついて説明があり、質疑応答等が行なわれた。

出席の議員からは諸外国で自国船比率・自国船員比率が高い理由や韓国の造船業が躍進した背景、

日本籍船・日本人船員が大幅に減少した主要因等についての質問や、また内航の問題もしっかり検討

すべきなどの意見も出された。

また総会に出席した当協会鈴木会長より「トン数標準税制を導入していないのは、先進海運国では

わが国と中国くらいで、このままではわが国海運は衰退、あるいはM&Aの対象となってしまうのでは
ないかとの危機感を抱いている」旨訴え、同税制導入への後押しを求めた。

（企画部：清野）

【資料１】

「海事立国推進議員連盟」設立趣意書（案）

１．四面を海に囲まれた我が国は、輸出入物資の９９．７％の輸送を担う外航海運により支えられて
おり、海運業及びこれを支える造船業等を中心とした海事産業の健全な発展を図り、安定的な
海上輸送を確保することは我が国経済及び国民経済の存立にとって極めて重要な課題である。

２．しかしながら、我が国外航海運は熾烈な国際競争に勝ち抜くため、コスト高な日本籍船の削
減を図らざるを得なかったため、日本籍船は昭和４７年の１５８０隻をピークに減少を続け、平成１７年
には９５隻までに減少した。これに伴い外航日本人船員も昭和４９年の５６，８００人から２，６００人へと大
幅に減少するなど、経済安全保障上極めて危機的な状況に陥っている。

３．国内物流の基幹的機能を果たす内航海運にあっては、船舶の老朽化、船員の高齢化、若年船
員不足が顕在化しているほか、離島航路経営問題、燃料油価格の高騰等の課題が山積している。

４．安全・高品質な海上輸送の確保の観点からは、人的基盤としての優秀な船員（海技者）の確
保・育成は極めて重要な課題であるところ、中長期的な視野に立った人材確保策の確立が急務
となっている。

５．造船業においても、今後、国際競争が一層激化することが予想され、我が国造船業の国際競
争力の強化及び競争条件の整備を図るとともに、革新技術の研究開発・普及促進が重要な課題
となっている。

６．今通常国会には海洋基本法が議員立法で提出されるところ、基本法を具体化する総合的な海
事政策の立案が、重要かつ緊急の課題になってきている。
将来にわたり安定的な海上輸送体系を構築し、日本が引き続き「海事立国」として発展するた

め、海運・造船を中心とした海事産業を育成するとともに、海事産業政策を我が国の重要な国策
の一つとして位置づけ、海事に関する総合的かつ戦略的な政策を規定する「海事立国推進大綱」
の制定を目指して、ここに「海事立国推進議員連盟」を設立するものである。

平成十九年四月十二日

【資料２】

海事立国推進議員連盟規約（案）

（名 称）
第１条 本議員連盟は海事立国推進議員連盟という。
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（目 的）
第２条 本議員連盟は将来にわたり安定的な海上輸送体系を構築し、日本が引き続き「海事立国」

として発展するため、海運・造船を中心とした海事産業の育成を我が国の重要な国策と
して位置づけ、海事に関する総合的かつ戦略的な政策を規定する「海事立国推進大綱」
の制定を目的とする。

（会 員）
第３条 本議員連盟の会員は本議員連盟の趣旨に賛同する自由民主党所属国会議員をもって構成

する。

（役 員）
第４条 本議員連盟に次の役員をおく

会 長 １名
副 会 長 若干名
幹 事 長 １名
副 幹 事 長 若干名
幹 事 若干名
事 務 局 長 １名
事務局次長 １名

２ 役員は総会でこれを選任する。

（顧 問）
第５条 本議員連盟に最高顧問及び顧問を若干名おくことができる。

２ 最高顧問及び顧問は会長が委嘱する。
３ 最高顧問及び顧問は重要な事項について、会長の諮問に応ずるほか、会長に対し意見を

述べることができる。

（会 議）
第６条 会議は総会及び役員会とし、必要に応じ会長がこれを招集する。

（会 費）
第７条 本議員連盟の会員は会費を納入する。

２ 会費は月額５００円とする。

（事務局）
第８条 本議員連盟の事務局は次に置く。

衆議院第１議員会館４０３号室 宮澤洋一事務所

（その他）
第９条 この規約に定めるもののほか、本議員連盟の運営に関して必要な事項は、会長が役員会

に諮って定める。

【資料３】

海事立国推進議員連盟役員名簿（案）
（五十音順 敬称略）

平成１９年４月１２日
会 長 衛藤征士郎
最高顧問 関谷 勝嗣
顧 問 麻生 太郎、二階 俊博、野田 毅
副 会 長 石破 茂、岩永 峯一、大野 功統、河村 健夫、笹川 堯、林 幹雄、

細田 博之、宮路 和明、村上誠一郎、山本 公一、泉 信也、溝手 顕正
幹 事 長 金子 一義
副幹事長 石田 真敏、梶山 弘志、金子 恭之、上川 陽子、後藤 茂之、竹本 直一、

中野 正志、増原 義剛、望月 義夫、山本 明彦、渡辺 具能、鶴保 庸介
幹 事 鈴木 淳司、寺田 稔、西銘恒三郎、原田 令嗣、三ツ矢憲生、藤野 公孝
事務局長 宮澤 洋一
事務局長代理 盛山 正仁
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１
日
改正水先法が施行され、新たな水先制度がス

タートした。

１
日
国土交通省・全日本海員組合および当協会は

「外航日本人船員（海技者）確保・育成推進

協議会」を設置した。

１２
日
交通政策審議会港湾分科会の第２４回会合が開

催され、２００８年度からの港湾政策のあり方に

関する中間報告の素案について審議がなされ

た。

１３
日
交通政策審議会海事分科会国際海上輸送部会

（部会長：杉山武彦・一橋大学学長）の第２

回会合が開催された。

１６
日

IMO第１１回ばら積み液体およびガス小委員会

（BLG１１）がロンドンにて開催された。

（Ｐ．２海運ニュース参照）

１７
日

ASF船舶保険・法務委員会（SILC）第１２回中

間会合が香港にて開催された。

（Ｐ．６海運ニュース参照）

１９
日
交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフ

ラ部会（部会長：杉山雅洋・早稲田大学大学

院商学学術院教授）の第２回会合が開催され

た。

２０
日
海洋基本法が国会参議院本会議で可決・成立

した。

２３
日
当協会は、２００７年度税制改正に伴う船舶特別

償却制度の新たな設備要件についての説明会

を東京（海運ビル）において開催した。

２２００００７７年年
44月月
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公布法令（４月）

� 船員に関する勤労者財産形成促進法施行規則

の一部を改正する省令（国土交通省令第５８号、

平成１９年４月２３日公布、施行）

� 海洋基本法（法律第３３号、平成１９年４月２７日

公布）

� 海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関す

る法律（法律第３４号、平成１９年４月２７日公布）

陳情書・要望書等（４月）

提出日：４月２０日

宛 先：パナマ運河庁長官Mr.Alberto Aleman Zu-

bieta

件 名：PROPOSAL TO MODIFY THE TOLLS

AND THE RULES OF ADMEASURE-

MENT OF THE PANAMA CANAL

AUTHORITY�FURTHER COMMENTS OF

THE JAPANESE SHIPOWNERS’ ASSO-

CIATION

要 旨：４月５日付のパナマ運河庁の決定は、運

河通航料改定の実施日の２ヶ月延期だけ

に留まっており、当協会としては失望し

ている。長期用船契約を締結している船

社が存在していることに鑑み、数年間の

実施延期を望む。

また、今回、通航料改定案の内容につ

いては修正が行われておらず、先般、海

運界が示した懸念について何ら検討が行

われていない。年間１０％にもなる通航料

の値上げは、グローバルな活動を行う外

航海運業の経営を圧迫し、ひいては世界

経済に悪影響を及ぼすこととなる。

ついては、先般、当協会を含む海運業

界が提出した意見書を精査し、改定案を

再考するよう求める。

国際会議の予定（６月）

会議名：IMO第１５回旗国小委員会（FSI）

日 程：６月４日～８日

場 所：ロンドン

会議名：ICS�ISF年次総会

日 程：６月６日～８日

場 所：香港

会議名：IOPC Fund（国際油濁補償基金）

日 程：６月１２日～１５日

場 所：モントリオール（カナダ）

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年４月
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２
６，５９３
６，６３１
６，９６０
５，９５３
６，４１８
７，５１３

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２３
５，９８４
５，７２１
５，８４７
５，９５７
５，４４３
５，８８３

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

６５０
３８１
８０５
８５８
１９５

１，００９
６０９
９０９

１，１１３
△ ３
９７５

１，６３０

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１１．３
１８．９
１４．５
１４．２
１７．６
１５．３
１１．５
１２．１
９．８
１９．０
９．７
１０．３

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

２０．２
１８．０
１８．３
１６．９
１６．２
１７．０
１７．５
７．６
７．７
１０．３
１０．２
０．１

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年５月
６
７
８
９
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０
１２０．６０
１２０．４５
１１７．２８
１１８．８３

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７
１１８．３７
１１８．４８
１１５．６０
１１７．７７

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３
１２１．９９
１２１．４８
１１８．３０
１１９．６０

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６ ８
９
１０
１１
１２

２００７ １
２
３
４

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２
８４，５０２

５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７
８３，８５８

５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３
８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

８５７
１，４８５
１，５５０
２，４８５
１，１５０
１，９９７
８１０

２，４１０
１，２４０

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

０
２８５
５３４
２５１
１６８
１１５
７０
０

１４８

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

０
２８
０
０
０
０
４４
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５
５６，４８２

４，２５０
５，４８０
４，８５８
５，６３８
３，３１５
６，２４９
５，２２０
３，８０５
２，８３０

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
０

０
０
０
７３
０
０
０
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２９３

０
９４
５０
０
０
０
０

５，８２０
０

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

２０，１６２
２４，４１６
２５，６７９
３７，５４２
２４，５４０
２８，８６２
２３，６４０
２２，０９３
１９，９２５

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

１６，１４３
９，３６１
６，４５０
１１，３４６
８，６５５
１３，１３７
１３，６３６
１５，１５５
１４，４０６

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００６ ２００７ ２００６ ２００７ ２００６ ２００７

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００
３３．００

２６．５０
―

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０
３４．４５ ３１．５０

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０
２１．００ ２０．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００５ ２００６ ２００７
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１

１２４
１１６
１１２

１８７
１５９
１４５

２０９
２３７
２２０

２１９
２２６
２８２

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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月次
２００５ ２００６ ２００７

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５２
１５８
１５４

６４２
６７７
６４４

６４２
６７２
６２５

３４
３４
３４

１３５
１２５
１２６

１８９
１８９
１９０

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０

６８９
５２７
５８１

５２５
５３６
５９７

６６０
６５３
７５０

６７０
６９０
７６５

６３２
５７７
６４４

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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私事で恐縮だが、最近の楽しみのひとつは、出
身高校の同級生や一級上の先輩方との定期的な酒
宴（「自称若手」同窓会）に参加することである。
直近ではこの３月に開かれ、１２名が集まった。メ
ンバーは会社員・自営業・主婦と様々で、四半世
紀も前の高校時代の思い出のみならず、親の介護
や子供の進学など、同世代で共有する話題を肴に、
出身地の大阪弁丸出しで時には楽しく、時には真
剣かつ率直に語り合える貴重な場である。その会
に参加するにつけ、高校卒業後それぞれ異なった
人生を経て、この東京で酒を酌み交わす仲間との
交流に、不思議な縁を感じている。
この会への参加はそもそも２年前に遡る。元々、

出身高校では、老若男女の在京同窓生による年次
の同窓会が、半世紀以上に渡って開かれてきた（ら
しい）。そのような集まりがあることは薄々知って
はいたが、これまで参加の意思を表明すること無
く過ごして来た。本音を言うと、出身高校が一緒
というだけで特段の知り合いも居ない所に、それ
なりの費用を負担して出向くのが煩わしかったか
らである。ところが２年前の１０月に、気が変わっ
て年次同窓会に初めて出席したところ、知り合い
は（想像通り）皆無であったにもかかわらず、居
心地の良さを味わえたのだ。但し大先輩諸兄の説

得により、酔うにまかせて翌年の年次同窓会幹事
を引き受ける破目になってしまった。一方、その
年の年次同窓会幹事を務めた一級上の先輩方の発
案で、近い世代の同窓生相互の親睦を更に深める
べく酒席が企画され、その年の１２月に忘年会と称
してスタートすることとなった。私は、翌年の年
次同窓会幹事として、諸先輩方の指導を仰ぐのと
同級生探索の必要から、渡りに船とばかりにこの
会に参加することとした。律儀な幹事方のお蔭で
「自称若手」同窓会は以後３ヶ月毎に定期的に催
され、徐々にメンバーを増やしつつ盛り上がりを
見せ、いつしか誰にとってもかけがえの無い交流
の場となっていった。
こうした酒宴を幾度か経た一年後の年次同窓会

では、縁あって再会を果たした同級生らと共に私
も何とか幹事を務め、それを契機に同級生らがそ
の後の「自称若手」同窓会にも参加するという風
に、同窓の輪は益々拡がりを見せている。次回の
酒宴は６月に横浜にて開催の予定だが、新参の同
級生が快く幹事役を引き受けるなど、会のインパ
クトは大きい。このような得がたい関係を、これ
からも大切にしていきたいと思う。
新和海運株式会社 総務グループ
総務・法規保険チームリーダー 藤田 正数

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
近年東京とその周辺大都市ではあちらこ

ちらで数え切れないほどの新名所が誕生し、
新たなショップ・レストラン・サービスが
日々私達の生活にもたらされています。銀
座・丸の内・日本橋等古くから栄えて来た
街では再開発も進行中。交通の要衝地のホ
テル・デパートは先を見据え攻めのリニュ
ーアル。郊外でも大規模SCが次々とオープ
ン。それは挙げていったらきりがないほど。
このGWに訪れた方も多いのでは？
私も新しい場所を訪れるのは大好きなの

ですが、さすがに少々うんざり。はっきり
言ってそのめまぐるしさについていけませ
ん！日常での実感は相変わらずありません
が、日本経済の明るさを反映してのことな
のでしょう。昨日の新名所は何もしないと
今日忘れ去られているのかもしれません。
そんな常に動き続ける街のように、自分も
生き生きと過ごしていけたらと思うこの頃。
（ちなみに、ここ平河町も再開発中とのこ
と） （MN）
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